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１．任免及び職員数に関する状況

(1)新規採用者数

平成25年度 平成26年度
（平成25年4月1日～平成26年3月31日） （平成26年4月1日）

職種 男性 女性 合計 職種 男性 女性 合計
一 般 事 務 29 19 48 一 般 事 務 24 19 43
土 木 11 0 11 土 木 5 0 5
建 築 2 1 3 建 築 1 1 2
電 気 3 0 3 電 気 1 0 1
機 械 2 0 2 機 械 1 0 1
保 健 師 0 2 2 保 健 師 0 3 3
心 理 判 定 員 0 1 1 保 育 士 0 16 16
保 育 士 2 13 15 幼 稚 園 教 諭 0 3 3
幼 稚 園 教 諭 1 4 5 調 理 員 0 1 1
調 理 員 1 1 2 獣 医 師 4 0 4
獣 医 師 0 2 2 医 師 15 0 15
医 師 24 6 30 理 学 療 法 士 1 0 1
歯 科 医 師 1 0 1 診療放射線技師 0 1 1
臨床検査技師 1 1 2 作 業 療 法 士 0 1 1
診療放射線技師 0 1 1 薬 剤 師 1 4 5
作 業 療 法 士 0 1 1 助 産 師 0 3 3
薬 剤 師 1 1 2 看 護 師 4 42 46
助 産 師 0 6 6 消 防 4 0 4
看 護 師 3 35 38 合計 61 94 155
消 防 5 0 5

合計 86 94 180

(2)再任用の状況（平成26年4月1日現在）

区分 合計
市長部局ほか 99
教 育 委 員 会 6
消 防 本 部 5
上 下 水 道 局 26
市立四日市病院 4

合計 140

(3)退職者数（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

区分 普通退職ほか
市長部局ほか 14
教 育 委 員 会 3
消 防 本 部 0
上 下 水 道 局 0
市立四日市病院 46

合計 63
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(4)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）

平成25年 平成26年
議 会 16 16 0
総 務 258 260 2
税 務 68 70 2
民 生 416 422 6
衛 生 200 201 1
労 働 1 1 0
農林水産 27 26 ▲ 1
商 工 20 22 2
土 木 158 160 2

小計 1164 1178 14
（参考）人口1万人当たり職員数　37.7人
（特例市の人口1万人当たりの平均職員数  43.43人）

255 252 ▲ 3 学校統合による小学校給食調理員の減

321 320 ▲ 1 派遣職員の減

1740 1750 10
（参考）人口1万人当たり職員数  55.9人
（特例市の人口1万人当たりの平均職員数　61.46人）

721 744 23 医療・看護師部門の強化による増

84 87 3

84 78 ▲ 6

56 54 ▲ 2 再任用職員化

945 963 18

2685 2713 28
(2959) (2959) (0)

（注） 1 職員数は一般職に属する職員数である。（教育長含む）
2 （　）内は、条例定数の合計である。▲は減員。
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(5)年齢別職員構成の状況（平成26年4月1日現在）

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60
歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜 〜
未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以
満 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳 上

5 180 378 277 222 258 368 299 245 241 220 20

(6)職員数の推移

    　　　（各年4月1日現在）

２．一般行政職給料表の状況（平成26年4月1日現在）
（単位:円）
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３．給与の状況

　Ⅰ　総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

年度

25

(2)職員給与費の状況（普通会計決算）

年度

25
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成25年4月1日現在の人数である。
3 給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
職員数には当該職員を含んでいない。

(3)ラスパイレス指数の状況

(注) 1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、
国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）
適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

2 類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数
を単純平均したものである。

3 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与
減額措置がないとした場合の値である。

※ 平成26年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3
年連続で上昇している場合、③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

 ②③　 職員の構成及び変動が主な原因

16.2

千円千円

（参考）人件費率

％％
24年度の人件費率Ｂ／Ａ

人件費

千円人

歳出額
Ａ Ｂ区分 住民基本台帳人口

（26年1月1日）
実質収支

給与費

千円

313,136 104,422,929 2,480,219 16,901,463 16.2

計　Ｂ
千円千円

給料 期末・勤勉手当職員手当
千円

区分

人
Ａ

職員数

千円 千円

1,749 11,959,3902,627,185

（参考）一人当たり（参考）特例市
給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

6,838 6,2452,268,4307,063,775

H23.4.1
102.4 H23.4.1

100.1
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102.4 H24.4.1
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H24.4.1
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70

80

90

100

110

四日市市 類似団体平均 全国市平均

H23.4.1

H24.4.1

H25.4.1

H26.4.1

5 



(4)　給与制度の総合的見直しの実施状況について

①給料表の見直し

[実施]
　実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定）時期、経過措置の有無等具体的な内容）

(給料表の改定実施時期)　平成27年4月1日
（内容）　一般行政職の給料表については、国の見直し内容を踏まえ、平均2％引き下げ。

1級及び2級の初任給に係る号給の引き下げなし。また3級以上の級の高位号給は50歳代
後半層における官民格差を考慮して最大4％引き下げ。
激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）

②地域手当の見直し

　実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合）

（支給割合）国基準10％に対し、四日市市においても10％を支給。
（実施時期）平成27年4月1日より実施。段階的に支給割合を引上げることとし、

平成27年度は7％。

（参考）

③　その他の見直し内容

管理職特別勤務手当及び単身赴任手当について、国と同様に見直しを実施。
（平成27年4月1日実施）

(5)　特記事項

6%

6%

7%

7%

平成26年度の
支給割合

平成27年度の
支給割合

国基準による
支給割合

見直し後の支給割
合(H30.4.1)

10%

10%四日市市の
支給割合

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、給料表の水準の平均2％の引き下
げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。
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Ⅱ　職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成26年4月1日現在）

①一般行政職

②技能労務職

ア　職種ごとの人数・平均給与・平均年齢等及び民間従業員との比較（平成26年4月1日現在）

＝333,486×12+1,192,178
＝434,496×12+1,476,256

※ 年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては
前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

イ　職種ごとの年齢別の人数・平均給与等（平成26年4月1日現在）

＜技能労務職員の基本的な考え方及び今後の取組内容＞
　現在の厳しい行財政環境の下、行政の効率化、財政の健全化を推進するために、優れた人材の確保・育成に努めると同
時に、人件費総額の抑制を進めることが求められています。
　そのため、業務の効率化・合理化を進めるとともに、外部委託等の推進や指定管理者制度の導入などに取り組んでいま
す。
　こうした状況の中、技能労務職員においては、市立四日市病院給食調理の完全委託化や、学校給食、清掃事業所、上下
水道施設の一部民間委託化を進めるなど、業務の民間委託や退職不補充による削減を進めています。
　また技能労務職員の給与においては、平成16年度に特殊勤務手当の月額を全て日額化したうえで一部廃止するなどの見
直しを行いましたが、引き続き給料表・特殊勤務手当の見直しについて精査するとともに、勤務成績を反映した昇給制度
の導入を検討してまいります。

43.3
40.9四日市市

歳

三重県 348,236

特例市
国

平均年齢区分 平均給料月額
円

332,527

335,000
451,586

408,472
415,305 374,667
-

％歳
－

Ａ／Ｂ月額(Ｂ）類似職種

民間

平均年齢 平均給与対応する民間の

43.5

平均給与月額平均給与区分
（国ベース）月額(Ａ)月額

公務員
平均給料 参考

326,66742.3

－

－

261,000

－

－－363,034

326,611

－

－

－

130.6
44.7378,676 廃棄物処理業従業員

調理士326,971 42.6
155.5
－

歳

301,228
335,085

円
44.5

人 円
－

円

288,100
－

－

－－388,275

－
45.9
49.4

145
39
70

50.1

職員数

三重県
うち清掃職員
うち給食調理員

四日市市

平均年齢

43.8

－

うち給食調理員
うち清掃職員

387,357325,647

6,869,038

18～23歳

給食調理員清掃職員
平均給与月額職員数平均給与月額職員数

28～31歳 －

人

区分
参考

年収ベース（試算値）の比較
Ｃ／Ｄ民間(Ｄ)公務員(Ｃ)

円

0

69
6
9
6
17
20
11
0

36～39歳
32～35歳

全　体
56～59歳
52～55歳
48～51歳

0 －

44～47歳
40～43歳

2 280,168

39 340,759

10 383,584
10 423,053

1 227,934

－

7 234,164
211,857

447,902
535,191
512,294
494,451
439,839
420,110
397,284
－

国

5,353,972
－

円
四日市市

特例市 47.8

3,119

170

334,493314,706

287,992

340,759
447,902
405,196

－

350,012

385,550

平均給与月額 平均給与月額（国ベース）
円 円

469,130

2

区分

－ 00
円 人

24～27歳 0

円
－

3,522,900
3,939,100

％
－

152.0
174.4

4 318,671
3 365,799
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③教育職（幼稚園）

(注) 1 「平均給料月額」とは、平成26年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
2 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務
手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らか
にされているものである。
　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間
外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

(2)職員の初任給の状況（平成26年4月1日現在）

Ⅰ種
Ⅱ種

(3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成26年4月1日現在）

経験年数30年
円

454,316
377,500
370,540
－
422,000
－

平均給与月額平均給料月額
円円歳

平均年齢区分

358,946
322,144

国三重県四日市市区分

374,829特例市
四日市市

41.3
40.0 310,677

円円円
181,200

178,800 172,200178,800
140,100

－
－
－
－149,800

－
178,800
－ －

149,800
199,700

144,500

経験年数20年経験年数10年
円

375,993
円

－
260,511大学卒

高校卒 314,829

－
414,309
－
302,883

－
343,500
－
－

大学卒

区分

教育職

技能労務職

高校卒

中学卒
高校卒

一般行政職

教育職

技能労務職

高校卒
大学卒
中学卒
高校卒

一般行政職 大学卒

144,500高校卒 149,800

－

363,467
331,288
－

経験年数25年
円

422,156

421,257
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Ⅲ　一般行政職の級別職員数等の状況

(1)一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成26年4月1日現在）

区分

1級
2級
3級
4級
5級
6級
7級
8級
9級
(注) 1 四日市市職員給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

(2)昇給への勤務成績の反映状況

1 　勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として全職員に対して勤務成績の
評定を実施しています。
　また平成18年4月から、管理職（課長級以上）を対象とした能力・業績に基づく人事
評価を実施しています。
2 　昇給への勤務成績の反映状況
　管理職については、業績、能力、取り組み姿勢などを総合的に評価し、その評価結果
に基づき昇給区分を決定します。
　平成26年1月1日昇給の評価分布状況は、管理職197人のうち、「極めて良好」が7.1%、

464,600

15.1
4.4

366,200
413,000

主任級
主事、技師

0.0%でした。

部長
次長
課長

27
36
124

3.2

事務試補、主事補、技術試補、技師補

13.9

標準的な職務内容 構成比(％)職員数(人)

90 10.9
104 12.7

係長
148
114
86
93

18.0

11.3
10.5

422,600
289,200

388,300
400,600

261,900

「特に良好」が21.3%、「良好」が69.5%、「やや良好でない」が2.0%、「良好でない」が

456,200
478,200
537,700

320,600課長補佐

主幹
222,900

243,700
307,800
354,700

1号給の
給料月額(円)

最高号給の
給料月額(円)

135,600
185,800

1級 10.9

3級 16.3

4級 10.5
4級 11.3

4級 13.8

5級 13.9 5級 17.4
5級 18.1

6級 18.0 6級 17.1
6級 19.1

7級 15.1 7級 14.6 7級 15.9

8級 4.4 8級 4.8

1級 11.5 1級 5.8

2級 12.7 2級 10.1
2級 2.1

3級 11.4 3級 10.1

8級 5.8

9級 3.2 9級 3.1 9級 3.1

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成26年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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Ⅳ　職員の手当の状況

(1)期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 % 5 ～ 20 % 5 ～ 20 %
15 ～ 25 % 10 ～ 25 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）
1 　勤務成績の評定の実施状況
　地方公務員第40条に基づき、管理職（課長級以上）を対象とした業績・勤務態度に基づく人事評価を
実施しています。
2 　勤勉手当への勤務実績の反映状況
　6月1日を基準日として支給する勤勉手当について、基準日の前年の4月から基準日までの期間における
業績・勤務態度の両要素をＡ～Ｃの3段階による評価で実施し、その評価結果に基づき成績率を決定して
います。平成26年6月勤勉手当の成績率の分布状況は、一般行政職（市長部局に限る）の管理職187人中、
Ａ区分が16.0%、Ｂ区分が26.7%、Ｃ区分が42.2%、未評価区分が15.0%でした。

(2)退職手当（平成26年4月1日現在）

月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分
月分 月分 月分 月分

2 ～ 20 % 2 ～ 20 %

円
円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額である。

　定年前早期退職特例措置

－

　最高限度額 52.44 52.44
（その他の加算措置）

　勤続35年
　勤続25年 30.82

52.44
36.57

　勤続35年 43.70 52.44

26,452,788
6,811,059

52.44
（その他の加算措置）
　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

　最高限度額 52.44

　自己都合
　勧奨・定年

　期末手当 　勤勉手当

月分
月分 1.35

－

(0.65)
2.60 月分 1.35 月分

（26年度支給割合）
　期末手当 　勤勉手当

2.60

　役職加算
　管理職加算

（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）
四日市市 国

（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

(0.65) 月分(1.45) 月分

43.70

国

（26年度支給割合）

28.98 　勤続20年 21.62 28.98

職制上の段階、職務の級等による加算措置
　役職加算
　管理職加算

月分

　勤続20年 21.62
30.82

月分

36.57 　勤続25年

月分

　役職加算

（加算措置の状況）

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

（加算措置の状況）
(1.45)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分(1.45) (0.65)

四日市市
1人当たり平均支給額（25年度）

（26年度支給割合）

三重県
1人当たり平均支給額（25年度）

1,580 千円1,479 千円
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(3)地域手当（平成26年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％
五級地（四日市市・津市） 6 ％ 人 6 ％

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員
の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

　 　（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）/（１＋国の指定基準に基づく地
域手当支給率）により算出。）

(4)特殊勤務手当（平成26年4月1日現在）

千円
　円
　％
種類

(5)時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２５年度決算）」と同じ年度
の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない
職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

1回300円

1回200円～510円

日額200円

日額300円

日額660～770円

1件1000～3000円

日額150～1210円

外勤作業手当

102.9　
（102.9）

日額500円

54,723
129,064
23.9
12

左記職員に対
する支給単価

日額650円

放射線取扱手当

日額530円

－

－

日額250～400円

日額100円

職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）

599,040
895,754
574,201

職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）
支給実績（24年度決算）

支給実績（25年度決算） 952,474

滞納整理業務手当

手当の名称 主な支給対象
職員

一般職員

支給対象地域
一級地（東京特別区）

手当の種類（手当数）

1,771

支給実績（25年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

地域手当補正後ラスパイレス指数
（ラスパイレス指数）

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

248,639
441,085

18
国の制度（支給率）

3
支給対象職員数

支給実績（25年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

支給率
18

環境業務従事手当

福祉業務手当

清掃作業や動物死体の処理作
業等業務
行旅病人及び死体処理業務

防疫作業等手当

一般職員

一般職員

一般職員

一般職員

災害応急対策又は応急的な災
害復旧業務

公共事業の施行に必要な土地
の取得等交渉業務

食肉業務手当

行旅病人・死亡人等処理手当
獣医師である職員が食肉衛生
検査業務に従事したとき一般職員

用地交渉手当

夜間特殊業務手当

消防特殊業務従事手当

災害危険作業出動手当

エックス線その他の放射線を
人体に対して照射する業務

一般職員

消防吏員

一般職員
消防吏員

一般職員

一般職員

放射線を取扱
うことを職務
上常態とする
職員

公園清掃又は道路補修業務
火災等の災害及び救急救助出
動による警防等業務
清掃工場及び消防本部、消防
署で深夜における業務

主な支給対象業務

市税及び税外収入金の滞納処
分に関する事務
福祉業務の指導監督等業務
感染症患者の救護や汚染され
た場所の処理作業、有毒な薬
品を使用する防疫作業等業務

支給実績
（25年度決算）

3千円

711千円

468千円

－

20,375千円

－

1,241千円

－

24,367千円

7,558千円
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(6)その他の手当（平成26年4月1日現在）

円

円

円
円

円

円 円

円 円

円 円

円

・公共交通機関利用者の場合

円

円

円

円

円

円

円 　※一般行政職職員の場合
円

円
円） 円

円 円
円 円

円 円

円

12,000～18,000

21,000

普通宿日直
4,200

6時間超 9,000～18,000

限度額 55,000

円

１時間当たりの給与額×135/100

同 125,436 千円 154,860

6時間超
8,000～12,000

限度額 74,000

片道2ｋｍ未満

支給なし

　・家賃48,000円超

片道2ｋｍ以上

持家の場合
5,000

通勤手当

（限度額 59,000

2時間以上6時間以内

限度額 96,000

限度額

支給なし

支給なし

臨時又は緊急の必要その他の公務の運営の必
要により、週休日、休日又は休日の代休日に
勤務した場合に支給

異

円846,678千円

円67,079千円14,422
1時間以上6時間以内 6,000～12,000

円－千円－

円134,910千円36,965夜間勤務
手当

宿日直手
当

管理職特
別勤務手
当

管理職手
当

単身赴任
手当

休日勤務
手当

異

同

円91,024千円147,732

206,590

俸給表、級、区分別に定額の手当額が定めら
れている（19年4月1日から23年3月31日までの
間の支給額については経過措置あり）

円332,500千円1,330

千円 120,000 円

同 241,245194,926 円千円

持家の場合

手当名 内容及び支給単価
国の制
度との
異同

112,920住居手当

扶養手当

国の制度と異なる内容
(25年度決算) (25年度決算)

平均支給年額
支給職員1人当たり支給実績

9級（部長級）　給料月額×18％

8級（次長級）　給料月額×18％

12,000～45,000

7級（課長級）　給料月額×17(15)％

通勤困難な勤務地への異動により、やむを得
ず配偶者と別居し単身で生活することになっ
た職員に支給

23,000
　※職員の住居と配偶者の住居との間の距離
が100km以上の職員について、交通距離に応じ
て加算される

24,500

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午
前5時までの間に勤務を命じられた職員に支給

１時間当たりの給与額×25/100

一般の宿日直
6,100

常直

休日（国民の祝日及び年末年始）における正
規の勤務時間中に勤務を命じられた職員に支
給

84,000

家賃－12,000
　・家賃23,000円超55,000円以下

27,000
　・家賃55,000円超

（家賃－23,000円）÷ 2 ＋11,000

借家・借間の場合
　・家賃12,000円未満

　・家賃23,000円以下
支給なし

同

同

支給なし

異

１人目
２人目以降

11,000
6,500

　※特定期間（16～22歳）の加算
5,000

借家・借間の場合

家賃－5,000
　・家賃16,000円以下

　　運賃等相当額（定期券額・回数券額）

27,000

　・配偶者がいない場合の子等の扶養親族

13,000

6,500
　・配偶者がいる場合の子等の扶養親族

（家賃－16,000円）÷ 2 ＋11,000

　・家賃5,000円未満

　・家賃16,000円超48,000円以下

2時間未満

異

支給なし

扶養親族を扶養している職員に支給
　・配偶者

〜

・交通用具利用者の場合
　　通勤距離に応じて支給 2,000

管理職手当の支給区分に応じて支給される
1時間未満

10級

4級
〜
46,300

139,300
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　Ⅴ　特別職の報酬等の状況（平成26年4月1日）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 × 48 月 × 0.5

円 × 48 月 × 0.4

（注）退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に
基づき、１期（４年＝４８月）勤めた場合における退職手当の見込額で
ある。

市区町村長

副　市　長

退
職
手
当

1,099,000

区分 給料月額等

給
　
　
料

期
末
手
当 議　　　長

副　議　長
議　　　員

市区町村長
副市長

任期毎

任期毎

（26年度支給割合）

（26年度支給割合）

902,000

（算定方式） （支給時期）

　月分

　月分2.95

2.95

議　　　員 589,000 670,000 438,800

議　　　長 527,400691,000 770,000

副　議　長 629,000 720,000 466,000

463,500

902,000 950,000 637,000

市区町村長

副　市　長

参考　特例市における最高／最低額
1,099,000 1,130,000
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Ⅵ　公営企業職員の状況

(1)病院事業

①職員給与費の状況

決算

年度

25
(注) 資本勘定支弁職員に係る職員給与費31,438千円を含まない

年度

25
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成26年3月31日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成26年4月1日現在）

(注) 1 基本給は給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。
2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

千円

給与費
Ａ区分

四日市市

1,663,1273,218,347821

千円 千円

（参考）市町村平均

一人当たり給与費
（参考）一人当たり

給料

区分 総費用
Ａ

純損益又は
実質収支

％ ％

職員給与費

千円
Ｂ

総費用に占める職員給与費比率
Ｂ／Ａ

（参考）23年度の総費用に
占める職員給与費比率

区分

42.543.17,659,334258,61417,786,836

5,965,2321,083,758

千円千円

職員数

全国市町村
の平均 事務職

看護師
医師・歯科医師
事務職
看護師
医師・歯科医師

人

449,098

360,259
560,530

43.3
283,693
324,843 496,446

38.7

41.4
44.4

千円

7,266 6,718

円
平均月収額

給与費　Ｂ／Ａ
千円

歳

計　Ｂ期末・勤勉手当職員手当

平均年齢
円

基本給

千円

480,080
609,732

1,380,815

43.7 1,320,373
35.0

565,251
295,451
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成26年4月1日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

2 ～ 20 %

円
円 円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成26年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％

千円

四日市市
1人当たり平均支給額（25年度）

（26年度支給割合）

全国市町村の平均
1人当たり平均支給額（25年度）

1,361 千円
（26年度支給割合）

1,329

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

月分(1.45) (0.65)

　役職加算

月分
－

－

（自己都合）

（加算措置の状況）

（勧奨・定年） （支給率）

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

　勤続35年 52.44

　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

　最高限度額 52.44
43.70

（その他の加算措置）
－

1,300,164
24,444,230

－

28.98

五級地（四日市市） 6

支給実績（25年度決算）

724

230,891

6

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）
167,165

5,837,091

（１人当たり平均支給額）

30.82

　自己都合
　勧奨・定年

（その他の加算措置）
52.44

　勤続25年 36.57

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

四日市市

21.62

全国市町村の平均
（勧奨・定年）（支給率） （自己都合）

　勤続20年
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エ　特殊勤務手当

千円
　円
　％
種類

オ　時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
 ２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２５年度決算）」と同じ年度
　　の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな
　　い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成26年4月1日現在）

１夜 円

１回 円

１夜 円

１夜 円

１夜 円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
　4ｐの「(6)定員管理の数値目標及び進捗状況」に含む。

93,214
204,923

908
513

65,058 119,812

101,898 909,802

円

住居手当
扶養手当

11pの(6)に同じ

85,500

41,115
76,846
51,547

200,559

夜間勤務手当

管理職特別勤務手当
管理職手当
通勤手当

休日勤務手当

支給実績（25年度決算）

感染危険手当

行旅病人及び死亡人処理手当

種　　類

手当の種類（手当数）

死体処理業務

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

36,322

死体解剖業務

1回3,500～
4,000円

265,535

658,819
435,965
692,839

(25年度決算)

日額270～740
円

代表的な勤務内容

－

(25年度決算)

国の制度
との異同

国の制度
と異なる
内容

支給実績（24年度決算）
職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）

夜間看護手当

431,676

分娩指導手当

支給職員1人当たり平
均支給年額

医師（臨床研修医）救急
Ｃ当直勤務

22,000

1件2,000円

1件10,000～
20,000円

1件20,000円

322,841

16,630千円

165,484千円

産婦人科医師

助産師
看護師

職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

850千円

76,874千円

5,573千円

主な支給対象

看護師
助産師
看護師

助産師、看護師等が病院に勤
務したとき

支給実績
（25年度決算）

放射線の取扱業務 日額500円

428,973
85.5
7

手当額

1件1,000円

同

診療放射線技師
医師

臨床検査技師

産婦人科医師

分娩業務に従事するととも
に、分娩指導を行ったとき
二・三交替勤務の助産師、看
護師等の深夜における看護等
業務

内容及び支給単価 支給実績

千円

診療放射線取扱・感染危険手当

支給実績（25年度決算）

手当名

－

看護師等(救急Ｃ)当直勤務

解剖手当

9,000

宿日直手当

医師（臨床研修医以外）
救急Ｃ当直勤務

医師当直勤務

看護師等当直勤務

124千円

7,200

職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

20,000

50,000

産婦人科医師が、分娩業務に
従事したとき分娩手当

74,899
異
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(2)水道事業

①職員給与費の状況

決算

年度

25
(注) 資本勘定支弁職員に係る職員給与費122,586千円を含まない

年度

25
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成26年3月31日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成26年4月1日現在）

(注) 1 基本給は給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。
2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

全国市町村の平均
四日市市

509,358342,82245.0
557,778368,37542.5

平均月収額基本給平均年齢区分
円円歳

千円

給与費
計　Ｂ

千円
期末・勤勉手当

731,8376,580,172

千円
給料

総費用に占める職員給与費比率
Ｂ／Ａ

（参考）24年度の総費用に
占める職員給与費比率

千円 ％
Ｂ

10.810.1

％

665,233

千円千円

区分 総費用
Ａ

純損益又は
実質収支

千円 千円

職員給与費

（参考）一人当たり（参考）市町村平均
区分

人
Ａ
職員数

職員手当 給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

千円

7,094 6,123286,67269 489,478111,00691,800
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成26年4月1日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

2 ～ 20 %

円
円 円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成26年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％
支給対象職員数 国の制度（支給率）

83

支給実績（25年度決算） 22,264

25,358,008

6

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算） 268,237
支給対象地域 支給率

　最高限度額 52.44

五級地（四日市市） 6

0　自己都合

36.57
21.62
30.82 －

52.44

　勧奨・定年

（その他の加算措置）
　定年前早期退職特例措置
（１人当たり平均支給額）

（その他の加算措置）

13,933,619

（１人当たり平均支給額）
－

月分
－

月分(1.45) (0.65)

　期末手当 　勤勉手当
2.60 月分 1.35 月分

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

四日市市

（加算措置の状況）

　役職加算

四日市市
1人当たり平均支給額（25年度）

（26年度支給割合）

全国市町村の平均
1人当たり平均支給額（25年度）

1,456 千円1,611 千円
（26年度支給割合）

－

（勧奨・定年）（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）
28.98

全国市町村の平均

　勤続35年
　勤続25年
　勤続20年

43.70

（支給率） （自己都合）

52.44
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エ　特殊勤務手当

千円
　円
　％
種類

オ　時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
 ２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２５年度決算）」と同じ年度
　　の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな
　　い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成26年4月1日現在）

④定員管理の数値目標及び進捗状況
　4ｐの「(6)定員管理の数値目標及び進捗状況」に含む。

手当額

日額300円

災害危険作業出動手当

一般職員
上下水道事業等の施行に必要
な土地の取得等のために行う
交渉業務
災害応急対策又は応急的な災
害復旧業務

支給実績
（25年度決算）

－

1,082千円

－ 日額650円

内容及び支給
単価

庁外で水道料金の滞納処分に
関する直接業務

管理職特別勤務手当
管理職手当

支給実績（25年度決算） 50,338

支給実績（24年度決算）

一般職員 －

2,700 55,092

日額250円

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

用地交渉手当

支給職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）

673,764
48,777
682,352

日額530円

外勤作業手当
種　　類

手当の種類（手当数）
職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

代表的な勤務内容
道路上での漏水の調査及び修

1,082

主な支給対象

一般職員

一般職員

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算） 34,906
37.3
4

支給実績（25年度決算）

滞納整理業務手当

手当名 国の制度と異
なる内容

国の制度との
異同

80,433
255,576

(25年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額支給実績

(25年度決算)

1,285 142,785夜間勤務手当

16,868
4,826
8,225
8,474 847,430

106,820通勤手当
住居手当
扶養手当

11pの(6)に同じ

休日勤務手当
20,750166

千円 円
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(3)下水道事業

①職員給与費の状況

決算

年度

25
(注) 資本勘定支弁職員に係る職員給与費289,032千円を含まない

年度

25
(注) 1 職員手当には退職手当を含まない。

2 職員数は平成26年3月31日現在の人数である。

②職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（平成26年4月1日現在）

(注) 1 基本給は給料、扶養手当及び地域手当の合算額である。
2 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。

3.5

千円
Ｂ区分 総費用

Ａ
純損益又は
実質収支

千円 千円

（参考）24年度の総費用に
占める職員給与費比率

％ ％

総費用に占める職員給与費比率
Ｂ／Ａ

407,232431,161

職員給与費

給与費職員数

千円千円 千円
職員手当

人
Ａ区分

4.0

平均月収額基本給平均年齢

千円
計　Ｂ

10,079,206

給料 期末・勤勉手当

区分

227,38449,796132,94235

円円歳

44,646

全国市町村の平均
四日市市

507,458340,51644.0
526,956343,34739.4

6,497 6,093

（参考）一人当たり（参考）市町村平均
給与費　Ｂ／Ａ 一人当たり給与費

千円 千円
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③職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

5 ～ 20 %

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（平成26年4月1日現在）

月分 月分
月分 月分
月分 月分
月分 月分

2 ～ 20 %

円
円 円

(注) 退職手当の１人当たり平均支給額は、25年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当（平成26年4月1日現在）

千円
　円

％ 人 ％

四日市市
1人当たり平均支給額（25年度）

（26年度支給割合）
1,385 千円

(0.65)

　役職加算

月分

全国市町村の平均
1人当たり平均支給額（25年度）

1,443 千円

（勧奨・定年）（支給率） （自己都合）

－

四日市市

（26年度支給割合）

全国市町村の平均

（加算措置の状況）（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

1.35 月分
月分(1.45)

支給率
支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

　勧奨・定年

（１人当たり平均支給額）

28.98

　定年前早期退職特例措置

　勤続35年
36.57

（その他の加算措置）
52.44

52.44
30.82

52.44

　勤勉手当
2.60 月分

　最高限度額

　勤続20年 21.62
（支給率） （自己都合） （勧奨・定年）

43.70

（その他の加算措置）

　期末手当

11,486,212

－
（１人当たり平均支給額）

0

－

－

　勤続25年

　自己都合

支給対象職員数
236,118

国の制度（支給率）

支給実績（25年度決算） 19,598

0

支給対象地域
五級地（四日市市） 6 83 6
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エ　特殊勤務手当

千円
　円
　％
種類

オ　時間外勤務手当

千円
　円
千円
　円

（注） １　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。
 ２　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２５年度決算）」と同じ年度
　　の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはならな
　　い職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

カ　その他の手当（平成26年4月1日現在）

④定員管理の数値目標及び進捗状況
　4ｐの「(6)定員管理の数値目標及び進捗状況」に含む。

10,111
7,592

246,610

8,921 118,946
138,027

管理職手当
通勤手当

22,556203
8,486 848,642

千円 円

住居手当
扶養手当

11pの(6)に同じ

2,028 49,457休日勤務手当
管理職特別勤務手当

手当名 国の制度と異
なる内容

国の制度との
異同

内容及び支給
単価 (25年度決算)

支給職員1人当たり
平均支給年額支給実績

(25年度決算)

支給職員1人当たり平均支給年額（24年度決算）

一般職員

一般職員

700,849
61,394
895,595

災害危険作業出動手当

53,891

一般職員

支給実績（24年度決算）

一般職員

用地交渉手当

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

汚水処理作業手当第２種

支給実績（25年度決算）

日額300円

支給職員1人当たり平均支給年額（25年度決算）

主な支給対象

一般職員

支給実績（25年度決算）

汚水処理作業手当第１種

滞納整理業務手当

種　　類

手当の種類（手当数）
職員全体に占める手当支給職員の割合（25年度）

代表的な勤務内容

庁外で下水道使用料等の滞納
処分に関する直接業務
汚水及び汚物の取扱等業

853

－

100千円

753千円

－

日額470円
汚水及び汚物の取り扱いに関
する班長等業務
上下水道事業等の施行に必要
な土地の取得等のために行う
交渉業務
災害応急対策又は応急的な災
害復旧業務

121,793
8.4
5

手当額支給実績
（25年度決算）

－ 日額530円

日額650円

日額150円
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４．勤務時間その他勤務条件の状況

(1)一般職員の勤務時間の状況

勤務時間、休憩時間及び休憩時間は、原則次のように割り振られています。

から

　公務運営上の事情により、特別な勤務時間の割振りを行う必要がある場合には、所属長が任命権
者の承認を受けて勤務時間を変更することができます。

勤務時間の変更の類型には次のようなものがあります。
　①ズレ勤・・・・勤務時間の長さを変更せず、時間帯をずらした勤務
　②交代勤務・・・あらかじめ一定の形に割り振られた複数の正規の勤務時間を規則的な周期で定
　　　　　　　　　型的に繰り返す勤務

(2)休暇制度の概要

骨髄バンクへの登録、骨髄液の提供

男性職員の配偶者が出産する場合で出産前6週
間、出産後8週間の期間で5日以内

子の看護休暇 1年度5日以内（対象となる子が2人以上の場合
は10日）

出産のための入院日から出産後14日以内の期
間で2日以内

1日2回各30分以内（生後1年以内）

配偶者の出産(出産補助休暇）

1年度20日

産前6週間・産後8週間
（多産は産前14週間）

7日以内
1年度5日以内

その都度必要な期間

生理休暇

必要な期間（90日又は最大6月以内）

産前・産後休暇

育児参加休暇

育児時間

選挙権その他公民としての権利行使

結婚休暇
ボランティア休暇

証人等としての裁判所等へ出頭

配偶者10日、父母7日、子7日、兄弟姉妹5日な
ど

1年度5日以内（要介護者が2人以上の場合は10
日）

災害等による出勤困難
公務上の負傷、疾病、通勤災害

忌引

区　分 種　類

1暦年30日を超えない日数

介護を必要とする一の継続する状態ごとに連
続する6月の範囲内の必要な期間

6日以内
9日以内

短期介護休暇

2日以内（1周期につき）
その都度必要な期間
治療に必要な期間

夏期休暇
妊娠障害休暇

内　容

組合休暇

介護休暇

特別休暇

病気休暇
年次有給休暇

職員団体の活動への従事(無給）

配偶者等の介護（無給）

17時15分8時30分38時間45分 13時00分12時00分
休憩時間終了時間開始時間１週間の勤務時間
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(3)年次有給休暇の取得状況（平成25年4月1日～平成26年3月31日）

　職員には1年度あたり20日間の年次有給休暇が与えられます。残日数がある場合は、20日を
限度として翌年度に繰り越すことができます。
平成25年度の職員一人あたりの平均取得日数は10日4時間です。

(4)育児休業等の取得状況（平成25年4月1日～平成26年3月31日）
（単位：人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
1 54 1 42 0 9 0 2 0 3 2 110
0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 2
1 27 0 17 0 2 0 0 0 1 1 47

(5)介護休暇の取得状況（平成25年4月1日～平成26年3月31日）
（単位：人）

男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性 男性 女性
0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1

５．分限及び懲戒処分の状況

(1)分限処分者数

　分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を欠く
など一定の事由がある場合に、職員の意に反する不利益な身分上の変動をもたらす処分です。
その種類として、免職、降任および休職があります。
　平成25年度の分限処分の実人数状況は次のとおりです。

（単位：人）

(2)懲戒処分者数

　懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、
公務における規律と秩序を維持することを目的とする処分です。その種類として、免職、停職、
減給および戒告があります。
　平成25年度の懲戒処分の実人数状況は次のとおりです。

（単位：人）

　市民のみなさんからの信頼を確保していくために、今後とも服務規律の遵守の徹底を図ると
ともに、不祥事が発生した際には厳正に対処してまいります。

市立四日市病院 0
教育委員会

上下水道局 0
消防本部 0 0 0

0 0 0 0
合　計 0 0 0

0 0

0

免職

0

0 0
0 0

戒告 合計

0 0

0
0

0 0 0
0 0

区分 停職 減給

0
210

0心身の故障等
合　計

上下水道局

市長部局ほか 0 0 0

0
21

14
2
5
0

14
2
5
0

0
0

0
0 0

0

0
0

合計

介護休暇の取得人数

区分 合計休職降任免職処分事由
種類

市立四日市病院
市長部局ほか

心身の故障等
心身の故障等
心身の故障等
心身の故障等

消防本部
教育委員会

育時短時間の取得人数
育児休業の取得人数

上下水道局消防本部教育委員会市立四日市病院 合計

区分 市長部局ほか 市立四日市病院 教育委員会 消防本部 上下水道局

市長部局ほか区分

部分休業の取得人数
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６．服務の状況

(1)職務専念義務免除の概要

　職員は、法律や条例に特別に定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力のすべてを
その職務遂行のために用い、市民全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂
行にあたっては全力をあげてこれに専念しなければなりません。
　研修に参加する場合や厚生に関する計画の実施に参加する場合などには、あらかじめ承認を得
れば、職務に専念する義務を免除される場合があります。

(2)営利企業等への従事状況

　職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねることや自ら営利企業を
営むこと、その他報酬を得ていかなる事業又は事務にも従事することはできません。
　平成25年度の従事許可の状況は次のとおりです。

自ら営利を目的とする私企業を営んでいる者

(3)四日市市職員倫理規程

　市民のみなさんにより積極的に市政に参加していただけるようにするためには、職員に対する
信頼を獲得する必要があります。
　この実現に向けて、より一層信頼される四日市市職員として倫理を確保するため、平成11年12
月に「四日市市職員倫理規程」を定めました。

　①職員は、市民全体の奉仕者であり、市民の一部に対してのみの奉仕者でないことを自覚し、
　　職務上知り得た情報について市民の一部に対してのみ有利な取扱いをする等市民に対し不当
　　な差別的取扱いをしてはならず、常に公正な職務の執行に当たらなければならない。

　②職員は、自らの行動が公務に対する信頼に影響を与えることを認識するとともに、日常の行
　　動について常に公私の別を明らかにし、その職務及び地位を自ら又は自らの属する組織のた
　　めの私的な利益のために用いてはならない。

　③職員は、自己の職務の執行に当たり利益を得るもの又は地位その他の客観的な事情から当該
　　職員が事実上影響を及ぼし得ると考えられる他の職員の職務の執行に当たり利益を得るもの
　　（以下「利害関係者」という。）との接触に当たっては、市民の疑惑又は不信を招くような
　　行為をしてはならない。

5 不動産賃貸

件数区分

4

主な事業内容

市出資法人の役員等
営利を目的とする私企業を営むことを目的と
する会社その他の団体の役員その他規則で定
める地位を兼ねている者
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７．研修及び勤務成績の評定の状況

(1)研修の状況

①職員研修体系の概要
　地方分権の時代に対応するためには、個々の自治体が自立した政策自治体となることが求められて
おります。このような時代の潮流に対応し、総合計画に基づく新たなまちづくりを推進していくため
には、効率的な行財政運営、市民と行政とのパートナーシップの形成に努め、また、同時に倫理観や
人権意識の高揚、説明責任能力の向上など、職員一人ひとりの能力開発及び意識改革を図っていく
必要があります。
　そのため、四日市市人材育成基本方針では、「市民の視点に立ち、自主・自立の精神で積極果敢に
行動する職員の育成を目指して」を職員研修の基本目標とし、専門能力、政策形成能力、経営感覚、
説明責任能力及び対人能力等を有する職員の育成に努めております。

(1) (7)
(2) (8)
(3) (9)
(4) (10)
(5) (11)
(6) (12)
(1) (5)
(2) (6)
(3) (7)
(4)
(1) (5)
(2) (6)
(3) (7)
(4) (8)
(1) (6)
(2) (7)
(3) (8)
(4) (9)
(5)
(1) (3)
(2)

②職員研修実施状況

平成25年度の主な研修の実施状況は、次のとおりです。

(2)勤務成績の評定の状況

　職員の能力開発、人材育成及び昇任・昇格などの公正な人事異動等への反映を目的として職員の
勤務評定を行っています。

平成25年度の実施概要

管理職（課長級以上）
　各職員自ら担当業務について設定した目標に対する達成
　度による勤務成績、その他情意及び能力で総合評価を行
　います。
その他の職員
　勤務成績、情意、能力などを評価項目として行います。
毎年4月1日から3月31日まで

次長
部長

課長補佐（又は課長補佐級）
課長級

課長

次長
次長
次長

課長
次長（又は次長級）
部長

課長

評価期間

評価方法

評価者

課長
課長

一般
係長（又は係長級）

次長
部長
副市長

二次評価者

中級Ⅰ部研修 専門研修（アセットマネジメント）
専門研修（河川管理施設等構造令と河川計画・設計の基礎）

上級研修

技術系職員派遣研修
三重県市町総合事務組合派遣研修

通信教育に対する助成

 建設技術系　　職員研

－
－

全職員（医師・医療技術職等の職員は除く）評価対象者

男女共同参画に係る派遣研修
北勢４市合同研修

一次評価者

準管理職候補者研修 嘱託・臨時職員研修
初任者研修 専門研修（災害復旧申請の流れ）

係長級職候補者Ⅱ部研修 新所属長研修
新任係長級職員研修 年齢別研修（４９歳、５４歳）

一般職員Ⅰ･Ⅱ部研修 管理職候補者研修
係長級職候補者研修 新任課長級職員研修

区　分 研　修　名
新規採用職員（前期）・（後期）研修 新任課長補佐級職員研修

階層別研修

自主研究グループ活動に対する援助

政策法務研修
職場研修推進員全体研修 応急手当普及員養成講習

先進地視察
日本経営協会派遣研修

市町村職員中央研修所派遣研修

国家資格取得等に対する奨励
人権・同和問題、服務規律・公務員倫理、業務棚卸、接遇等市民満足度、危機管理、管理職に向けた接遇研修

中級Ⅱ部研修

全国市町村国際文化研修所派遣研修

公文書作成能力向上研修
トレーナー研修 法務研修

応急手当講習
人権・同和問題派遣研修

区分 講座数（回） 受講者数（人）

特別研修

派遣研修

自主研修
（自己啓発）
職場研修

セルフケア研修

199

建設技術系職員研修
特別研修 8 508

自主研修（自己啓発） 15 50

階層別研修 12 980
7 184

派遣研修 124
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８．福祉及び利益の保護の状況

　職員の心身の健康の確保、勤務意欲及び公務能率の向上に資することを目的とした福利厚生
事業を実施しています。
　平成25年度には、次のような事業を行っています。

(1)労働安全衛生事業の状況

　労働安全衛生法及び四日市市職員安全衛生管理規程に基づき、事業者責任として、職員の安
全と健康を確保するため下記の労働安全衛生事業を実施しています。

(1)
(2)
(3)
(4)
(1)
(2)

(2)互助会への補助金の状況

　地方公務員法第42条に定められている職員の厚生制度（職員の保健、元気回復その他厚生に
関する事項）を職員の互助組織である四日市市職員共済会が実施しており、当該共済会に経費
の一部を助成しています。

(3)その他福利厚生事業の状況

　職員の共済制度については、地方公務員等共済組合法に基づき三重県市町村職員共済組合が、
また、公務災害補償制度については、地方公務員災害補償法に基づき地方公務員災害補償基金が、
それぞれ主体となり実施しています。

(4)職員団体への便宜供与

　組合数 2団体
　内　容 ①組合事務所の貸与（有償）

②各組合員給与からの組合費の控除

施設利用助成事業

40,225
共済会運営のための事務に要する経費

人間ドック費用助成事業に要した経費
文化・体育クラブへの活動費、職員部対抗体育大会経費

契約運動施設等の利用に要した経費

補助金の決算額(千円)
その他

健康管理事業
文化体育関係事業

メンタルヘルス対策として、こころの健康相談室の開設等
安全衛生委員会を中心に安全衛生体制の充実

11,218

補助対象事業 補助内容

事業名称 事業の内容

労働安全衛生事業の決算額(千円)

職員の健康管理

安全衛生管理の充実

業務上必要な職員に対する特別健康診断等の実施
年に1回全職員を対象にした定期健康診断の実施
公務災害の削減に向け、事例の原因追究、防止策の検討
安全衛生の意識啓発のため、職場巡視、講演会の開催等
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９．公平委員会の業務の状況

(1)勤務条件に関する措置の要求の状況

件 件 件 件

(2)不利益処分に関する不服申し立ての状況

件 件 件 件

平成24年度末
継続件数

平成25年度中
要求件数

平成25年度中
処理件数

平成25年度末
継続件数

0 0 0 0

平成25年度末
継続件数

平成25年度中
処理件数

平成25年度中
要求件数

平成24年度末
継続件数

0 0 0 0
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